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臨時議会 北川原公園産廃処理工事の契約案件 

自民、公明、市民ク、生活者ネットの賛成で可決 
 １月１８日開かれた臨時市議会で、北川原公園整備工事の契約変更についての審議がお

こなわれました。日本共産党、無会派２名が反対しましたが、自民党日野市議団、自民党

新政会、公明党、市民クラブ、生活者ネットの賛成多数により可決されました。 

 日野市は、小金井市、国分寺市の可燃ごみ受け入れのために、新たなごみ焼却施設を建

設しようとしています。昨年、建設工事の車両が通るための道路が北川原公園予定地に作

られ、公園の一部整備も始まりました。その途中で、公園予定地から大量のプラスチック

類、巨大な庭石、重機等のものと思われるような大きなタイヤ、軽油が混ざった土などが

出てきました。 

原因者の徹底調査もせず、公園整備業者に丸投げ 
 このような不法投棄や土壌汚染では、その原因者を徹底的に調査し、原因者の責任と負

担で処理させることが原則です。ところが、日野市は従前の土地所有者を登記簿等で確認

した程度で、そこで操業していた事業者や関係者への聞き取り調査はしていません。この

ままいけば、本来負担する必要のない約１億３千万円の処理費用を市が肩代わりすること

になります。 

 さらに、市の責任で行うべき、撤去作業や土壌入れ替え工事を、現在公園整備工事を 

行っている事業者に丸投げしています。処理業者の選定も、公園整備工事業者が行うこと

になります。 

可燃ごみ処理施設の建設ありきの強引さ 
 このように日野市が早く進めたい背景には、可燃ごみ処理施設の建設を遅らせるわけに

はいかないという事情があります。市民には第五次行革で「痛みを伴うお願い」をしなが

ら、ごみ問題ならあれこれ言わずに１億３千万円も出す。おかしくないでしょうか？ 

 



確定申告   介護保険要介護１～５の方は 

「障害者控除対象者認定書」で、控除が受けられます 
2月16日(金)から3月15日(木)まで確

定申告の受付が行われます。 

介護保険の要介護１～５に該当する方は、

確定申告の際に、日野市が発行する「障害

者控除対象者認定書」を添付すると、障害

者手帳がなくても、「障害者控除」または「特

別障害者控除」を受けることができます。 

希望者は、申請書に必要事項を記入し、

市役所 2階高齢福祉課介護保険係へ申請す

ると、市から認定書が届きます。 

申請手続きは、本人、扶養者（申告予定

者）、もしくはケアマネージャー等の第三者

も可能です。申請の際は、送り先の住所・

氏名を明記し、82 円切手を貼付した返信

用封筒を同封してください。 

 

 申請書は市のホームページからダウンロードすることができますが、 

清水事務所（多摩平４－１－１、電話５８２－１０４２）にもあります。 

 

お問い合わせは 

日野市高齢福祉課介護保険係 

 電話 042・514・8509 

 

 

 

（※）同居特別障害者：確定申告する配偶者や扶養してもらっている家族と同居している

方。 

くり返し議会で発行を求めてきた党市議団 
 「障害者控除対象者認定書」は、介護保険制度開始時には、日野市で発行されていませ

んでした。しかし、日本共産党市議団がくり返し発行を求め、2007 年 1 月から日野市で

も発行されるようになりました。 

医療費 10万円以下でも医療費控除は受けられます 
確定申告で医療費控除を受けられるのは、

支払った医療費の合計額から、保険金など

で補てんされた金額を引き、そこから１０

万円を引いた額となります。 

ただし、総所得金額等が２００万円未満

の人は、医療費控除は総所得金額等の５％

なので、１０万円以下でも医療費控除を受

けることができます。 

例えば、総所得金額１００万円の場合は

５万円、総所得金額１５０万円なら７万５

千円です。 

また、病気やけがで６か月以上寝たきり

の方で、医師の治療を受けている方のおむ

つ代も、医師による治療を受けるため直接

必要な費用として、医療費控除の対象とな

ります。

お問い合わせは  

日野市高齢福祉課介護保険係  電話 ０４２・５１４・８５０９ 

障害者控除の額 

 所得税 住民税 

障害者 27 万 26 万 

特別障害者 

（要介護４～５） 

40 万 30 万 

同居特別障害者※ 75 万 53 万 


